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決算説明会

2023年1月24日

2023年3⽉期 第3四半期

日本電産株式会社は2023年4月1日より

に社名変更いたします。

－注意事項－
本プレゼンテーション及び引き続き⾏われる質疑応答の際の回答には、将来に関する⾒通し、期待、
判断、計画あるいは戦略が含まれています。この将来予測に基づく記載や発⾔は、為替変動、製品に
対する需要変動、各種モータの開発・⽣産能⼒、関係会社の業績及びその他のリスクや不確定要素
を含みます。本プレゼンテーション及び引き続き⾏われる質疑応答の際の回答に含まれる全ての将来
的予測に基づく記載や発⾔は、プレゼンテーションの⽇に⼊⼿可能な情報に基づいており、私達は、法
令に定めのある場合を除き、このような将来予測に基づく記載や発⾔を更新する義務を負いません。ま
た、この記載や発⾔は、将来の実績を保証するものではなく、実際の結果が、私達の現在の期待とは、
実体的に異なる場合があります。このような違いには、多数の要素が原因となり得ます。これらの要素や
リスクについては当社の継続開⽰及び適時開⽰等の記載をご覧ください。
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表紙の写真は、日本電産リードが発売を開始した車載向けIGBT/SiCモジュールのファンクショナル・テストに使われるフルオートインラ
イン半導体検査装置「NATS-1000」です。日本電産のトラクションモータシステム「E-Axle」を始めとした半導体検査にも使用されてお
りグループ製品の生産を支えています。詳細は、当社Webをご参照下さい。https://www.nidec.com/jp/product/news/2022/news1223-01/



（百万円）
21年度

第3四半期（累計）

22年度

第3四半期（累計）
増減率

22年度
通期予想

売上高 1,407,210 1,699,747 +20.8% 2,200,000

営業利益 133,487 124,404 -6.8% 110,000

営業利益率 9.5% 7.3% - 5.0%

税引前利益 129,410 141,944 +9.7% 120,000

親会社の所有者に帰属する

四半期利益 99,312 104,077 +4.8% 60,000

一株利益（円） 169.73 180.72 +6.5% 104.24

対米ドル為替レート
平均・・・
期末・・・

111.10円

115.02円

136.51円

132.70円

+22.9%

+15.4%

＜想定レート＞

米ドル=110円

ユーロ=125円

(4Q想定レート)

為替感応度：1円あたり米ドルは売上高100億円、営業利益11億円、ユーロは売上高19億円、営業利益4億円 （全てFY22通期ベース）

連結決算業績
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 連結売上高は、前年同期比20.8%増収の1兆6,997億円となり、3Q
累計で過去最高を更新。

 営業利益は、前年同期比6.8%減益の1,244億円。

 税引前利益は前年同期比9.7%増益の1,419億円、親会社の所有者
に帰属する四半期利益は前年同期比4.8%増益の1,041億円となり、
共に3Q累計で過去最高を更新。

 足許の市場環境悪化に伴いWPR-X 活動による抜本的な収益構造

改革を実施中。2023年度のV字回復実現を目指して、固定費の大
幅低減を図る。
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2022年度3Q決算ハイライト
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FY22通期業績予想を修正

（単位：百万円）
FY22通期予想
（期初提示）

FY22通期予想
（今回修正）

2Q累計実績
（4-9月期）

3Q実績
（10-12月期）

4Q予想
（1-3月期）

売上高 2,100,000 2,200,000 1,130,767 568,980 500,253

営業利益 210,000 110,000 96,368 28,036 -14,404

営業利益率 10.0% 5.0% 8.5% 4.9% -2.9%

税引前利益 206,000 120,000 118,375 23,569 -21,944

親会社の所有者に帰属する

四半期利益 165,000 60,000 86,649 17,428 -44,077

一株利益（円） 286.65 104.24 150.31 30.32 -76.39

為替レート
（対米ドル）

110.00円

（通期想定ﾚｰﾄ）

110.00円

（4Q想定ﾚｰﾄ）

133.97円

（平均ﾚｰﾄ）

141.59円

（平均ﾚｰﾄ）

110.00円

（4Q想定ﾚｰﾄ）

3Q実績及び4Qの需要⾒通し等を踏まえ、FY22通期業績予想を修正

為替
変動

家電・商業・
産業⽤

機器装置 電⼦・光学、
その他

為替
変動

精密⼩型
モータ

機器装置 電⼦・光学、
その他

全社費⽤

【売上高】

【営業利益】

精密⼩型
モータ

14,072

+561

1,335

⾞載

家電・商業・
産業⽤

⾞載

+207

6

+85

16,997

1,244

構造改⾰
費⽤

+75

（億円）

+567+2,213

▲413

2022年度3Ｑ（累計）の前年同期⽐増減分析

FY21・3Q累計
（実績）

FY22・3Q累計
（実績）

FY21・3Q累計
（実績）

FY22・3Q累計
（実績）

▲116

+49▲145
▲112 ▲31

（億円）

▲19

▲88



5,904

（億円）

5,690

【売上高】

FY22・2Q
（実績）

為替
変動

家電・商業・
産業⽤

機器装置 電⼦・光学、
その他

FY22・3Q
（実績）

精密⼩型
モータ

⾞載

+162

▲92 ▲77

+2

為替
変動

精密⼩型
モータ

機器装置 電⼦・光学、
その他

全社費⽤

【営業利益】

517

家電・商業・
産業⽤

⾞載

+9

280

構造改⾰
費⽤

（億円）

FY22・2Q
（実績）

FY22・3Q
（実績）

▲56 +2
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▲98 ▲112

▲110

▲38 ▲41 ▲5

+3

2022年度3Ｑ（３ヶ⽉）の直前四半期⽐増減分析

精密小型モータ
車載
家電・商業・産業用

合計

2Q

▲8
▲4
▲6

▲18

3Q

▲ 14
▲103
▲ 11

▲128

【構造改革費用内訳】
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FY22下期の市場環境悪化を受けて、WPR-X （収益性の改善運動）を発動

（売上高：億円） （営業利益率：%）

【四半期別業績推移】足許の市場環境認識

精密小型
モータ

 HDDモータ：
①HDD市場(TAM）が急激に縮小。
CY21:259百万台→CY22:172百万台へ
（Y/Y34%減）。
②3Qは特にニアライン用途で急激な
在庫調整。短期的に収益を圧迫。

 その他小型モータ：
IT全般、特にデータセンター関連等
における急激な在庫調整。

車載

 中国のゼロコロナ政策による顧客
シャットダウンの影響、更には同政
策後の緩和による感染拡大で当社工
場の稼働率も低下。

家電・商業・
産業用

 世界全域における家電分野を中心と
したコロナ特需の喪失。また欧州市
場はロシアのウクライナ侵攻長期化
による経済縮小が与える影響が拡大。

WPR-X を発動

4,332 4,331 4,475 
4,632 

4,965 5,110 
5,404 

5,904 
5,690 

5,003 

10.7%
10.3% 10.0% 9.6%

8.9%

7.2%

8.3%
8.8%

4.9%

-2.9%
-5%

0%

5%

10%

15%

20%

(2,000)

0

2,000

4,000

6,000

8,000

FY20/3Q 4Q FY21/1Q 2Q 3Q 4Q FY22/1Q 2Q 3Q 4Q FY23/1Q

売上⾼（左軸）

営業利益率（右軸）

WPR-X

（予）

7.2%

（実力ベース）



WPR-X とは

⾜許の市場環境悪化に加え、技術⾰新に端を発する2極化への対策も急務
【技術革新がもたらす2極化】

【事例】様々な労働現場に押し寄せるAI技術の発展による皺寄せ
（人工知能やロボットが人間による労働力を代替）

【技術力で圧勝できる製品開発を急ぐ】

【事例】当社E-Axleの第2世代製品の開発

滋賀技術開発センター
（滋賀）

生産技術研究所
（けいはんな）

中央モーター基礎技術研究所
（新川崎）

第1世代比、重量を
約2割減じることで
高い競争力を実現

3拠点連携による総合力

WPR-X ：従来の延長線を超えた収益性改善

中国におけるコロナ感染再拡大やロシアのウクラ
イナ侵攻長期化による欧州経済縮小等の市況悪化
に加え、技術革新がもたらす2極化が根底に存在

を念頭に、技術力で圧勝できる製品開発を急ぐと
共に、自社技術力による自動化や合理化を進めて
大幅な固定費低減に向けた構造改革を実現する。

＜抜本対策＞

「技術力＝コスト競争力」（コストは技術が造る）

9シンギュラリティ（Singularity）・・・技術的特異点。技術進化が進んだ先に訪れる、今までの社会とは常識が一変する転換点。*

現在

人間による労働力

1800年頃

（労働力）

2045年頃

（時間軸）

AIが人間の知能を
超える転換点

*（シンギュラリティ）（産業革命）

科学
（製品研究）

技能
（製造研究）

技術
（製品開発）

機械による労働力

・「残る仕事」と「無くなる仕事」
・「残る市場」と「無くなる市場」等
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中期戦略⽬標
Vision 2025
中期戦略⽬標
Vision 2025



1973 1990 2000 2014 2020 2022 2025 2030 2040 2050 X年

【創業期】

規

模

100年を超えて成⻑し続ける
グローバル企業へ

2023 創業50周年

創業経営者によるリーダーシップ

2073 創業100周年

真のグローバル企業に向けた
体制作り

連結売上⾼1兆円企業に向けた
事業ポートフォリオの確⽴

連結売上⾼10兆円超企業に向けた
ビジネスモデル変⾰

連結売上⾼
1兆円突破

Vision2025

1973 4名で創業
2003 本社ビル

【基盤形成期】

次世代による経営体制へ

連結売上⾼
4兆円（⽬標）

【 】
創業経営者のリーダーシップによる基盤形成期を経て、次世代経営者による新体制へと脱⽪

 Vision2025 : 更なる変⾰、Visionを⼿繰り寄せる経営︕

10兆円
（⽬標）
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連結売上⾼
2.2兆円（⽬標）

4,249 4,176 

7,866 

2,890 

精密小型モータ 車載 家電・商業・産業用 その他

4,480 

2,713 2,834 

1,756 

精密小型モータ 車載 家電・商業・産業用 その他

2021年度
売上⾼︓1兆9,182億円

2025年度
売上⾼︓4兆円

精密⼩型モータ ⾞載 家電・商業・産業⽤ その他の製品グループ

（売上⾼︓億円） （売上⾼︓億円） （売上⾼︓億円）

の製品グループ
の製品グループ

の製品グループ

2015年度
売上⾼︓1兆1,783億円

成⻑事業への積極投資による⾼い成⻑率を実現

 Vision2025 中期戦略⽬標の⾻⼦︓事業ポートフォリオマネジメント

8,000 

13,000 13,000 

6,000 

精密小型モータ 車載 家電・商業・産業用 その他

6,000
億円

【⾃律成⻑】
（⽬標）

1兆円
【⾃律成⻑】
（⽬標）

1兆円
【⾃律成⻑】
（⽬標）

4,000
億円

【⾃律成⻑】
（⽬標）

新規M&Aを
含めた上乗せ
（挑戦⽬標）

（⽬標）

12



3,581 
4,176

13,000

0

5,000

10,000

15,000

FY20 FY21 FY25

CASE⾰命による旺盛な電動化需要を待ち伏せし世界No.1の⾞載ハードウェア企業を⽬指す
【車載のVision2025 】

⾞載︓⾼成⻑への打ち⼿

（売上⾼︓億円）

（⽬標）

新規M&Aを
含めた上乗せ
（挑戦目標）

・EVﾄﾗｸｼｮﾝ
関連

自
律
成
長

10,000

・車載ﾓｰﾀ及び部品
（電動ﾊﾟﾜｽﾃ用等に
代表される各種ﾓｰﾀ）

・ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社
（日本電産ﾄｰｿｸや
日本電産ｴﾚｼｽ、
日本電産ﾓﾋﾞﾘﾃｨ等）

 FY22・9月からステランティス合弁によるE-
Axleの量産を開始。欧州の環境規制を追い風
に受注進展。

 中国では現在の2大顧客に加え重要顧客3社を
加えた5大顧客体制を確立。新規受注も進
展。

 欧米市場向けを中心に、EV/HEV用部品（モー
タ単体やインバータ等）の受注も進展。

【EVトラクション関連】

【車載モータ及び部品】
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 FY22Q4以降の市場環境は徐々に回復基調。
 一方、原材料の高騰は当面続くため、売価

への反映や原価改善等を通じた収益構造の
更なる改善を急ぐ。

⾞載︓当社E-Axle搭載⾞種の販売状況

当社E-Axleを採⽤したEV⾞種の販売台数は暦年ベース⽐較で+175%成⻑

【当社E-Axle採用車種の販売実績】 （出所：Marklines）

14Zeekr001並びにsmartは、当社E-Axleを一部搭載。*
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⾞載︓当社E-Axleのマーケティング戦略

売上 低成長 急成長 高水準

投資 高水準 高水準→漸減 低水準

利益 低水準/マイナス 増加 高水準

競合他社 少数 増加 多数

当社戦略 販売促進 水平展開/スピード 差別化

【当社E-Axleの製品ライフサイクル】

➋

➋

➋

➌

中国市場のE-Axleは、本格的な成長期入り
目前。

成長期は、市場拡大スピードが顕著となる
ため、大手競合を中心に新規参入者（OEM
によるモータ内製化の動きも含む）は徐々
に増加。このような、成長期における競合
他社数の増加は、当初の戦略策定時におけ
る想定の範囲内。

本格的な成長期に突入する現在の打ち手は；

• 量的拡大への対応策…需要待伏せ型の大型
設備投資をスピーディーに敢行。

• 新顧客への水平展開と市場エリア拡大…中
国「5大顧客」への拡販（既存2社、プラス
新規3社への水平展開）と欧米OEMからの新
規受注を積み上げ。

➊

➋

➌

➌

現在

導入期 成長期 成熟期

単価
売上

利益

0
損失

E-Axle

の
単
価
・
売
上
・
利
益

➊

➋

成⻑期に⼊る中国市場での競合他社数増加は想定通り。売上拡⼤に伴う利益成⻑段階へ

15

➌

49 83 226 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23 FY25

NPe

中国及びその他

⾞載︓当社E-Axleの年間販売台数

当社E-Axleのグローバル販売台数は、BEV市場成⻑率を⼤幅に上回るペースで今後も増加
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（台数：千台）

 販売先の主な構成は；
①中国OEM向け（輸出EV車両用含む）
②米国新興EVメーカー向け
③アジアOEM等向け

【当社E-Axleの年間販売台数推移】

（⽬標）（予想）

1,191

4,000

419

（Nidec PSA emotors）

中国及びその他

NPe(Nidec PSA emotors）

 Nidec Leroy-Somer Holding 50%/
Stellantis（旧PSA）50% の出資比率
による合弁企業が扱うE-Axleにて構成

（予想）



⾞載︓四半期別業績推移

FY22下期は⼤幅な構造改⾰費⽤を計上。FY23からの反転攻勢に備える

17車載オーガニック・・・車載から、EVトラクションモータ事業による業績影響を除外したもの。*
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【売上高の推移】 【営業利益額と営業利益率の推移】
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16%

-12,000

-8,000

-4,000

0

4,000

8,000

12,000

16,000

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q

FY2020 FY2021 FY2022

営業利益（左軸） 営業利益（左軸）

営業利益率（右軸） 営業利益率（右軸）

＜⾞載＞ ＜⾞載オーガニック＞*
*（売上⾼︓百万円） （営業利益率︓%）（営業利益︓百万円）

（売上⾼︓億円）

4,436 
4,249

8,000

0

5,000

10,000

FY20 FY21 FY25

精密⼩型モータ︓セグメント内の事業ポートフォリオ転換を加速

2輪⾞・⼩型⾞分野でも電動化へのパラダイムシフトが急速に進展中。順調に受注を獲得
【精密小型モータのVision2025 】 【電動2輪・小型EV関連】

新規M&Aを
含めた上乗せ
（挑戦目標）

・電動2輪、
小型EV等
用途等

自
律
成
長

6,000

・IT用途
・家電用途
・冷却ｿﾘｭｰｼｮﾝ
・その他

（⽬標）

 インド・中国の2大市場を重点攻略。
 FY22は、計11案件の量産を予定。

-電動2輪関連：計6案件
-小型EV関連 ：計5案件

*

日本電産（浙江）有限公司

インド日本電産

電動バイク用
インホイールモータ

EVトラクション
モータ

インバータ

【量産工場】
旧HDD用モータ製造
ラインから置き換え【主な製品】

18

工場の延べ床面積を
現状の2倍へ拡張

FY21下期より量産開始済の「Yadea社・換電獣 01」案件、並びに
インドの大手現地バイクメーカー向け案件を含む。

*



精密⼩型モータ︓四半期別業績推移

HDD⽤モータ市場の構造変化のなか、事業ポートフォリオの転換を断⾏中

19

37,043 
47,163 

32,211 27,612 23,037 26,403 27,419 21,924 20,923 21,483 18,661 

67,375 

71,881 
84,279 

76,034 78,269 77,401 
88,695 

81,758 90,199 93,706 
88,810 

13.7%
15.8% 15.6% 15.2%

12.1%
10.4%

12.1%

5.1%

11.7%
9.6%

4.5%

-40.0%

-30.0%

-20.0%

-10.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q

FY2020 FY2021 FY2022

その他小型モータ売上高（左軸）

HDD用モータ売上高（左軸）

精密小型モータの営業利益率（右軸）

（売上⾼︓百万円） （営業利益率︓%）

59 
64 

70 64 68 66 
61 

53 
45 

39 36 

HDD出荷台数（TAM, 百万台）

7,866 

6,016

13,000

0

5,000

10,000

15,000

FY20 FY21 FY25

（売上⾼︓億円）

海外事業の構造改⾰を着実に実⾏しつつ、家電・商業・産業⽤は新たな成⻑ステージへ
【家電・商業・産業用のVision2025 】

家電・商業・産業⽤︓⾼成⻑への打ち⼿

新規M&Aを
含めた上乗せ
（挑戦目標）10,000

自
律
成
長

（⽬標）

 FY22は紛争に揺れる欧州域外での市場シェア
増や、発電機・電力貯蔵システム・EV車向け
バッテリーチャージャー等のスリー新を加
速。

 空調関連は、商業用途を軸にグローバルで全
方位に拡大。

 車載と同様、原材料の高騰は当面続くと予
想。売価への反映や原価改善を通じた収益構
造の更なる改善を急ぐ。

【FY22の事業環境】

【成長ドライバー】

HVAC関連用途

FA関連（サーボモータ）

ドライブ関連

電力貯蔵システム

発電機 20

EV向けバッテリーチャージャー



家電・商業・産業⽤︓四半期別業績推移

家電・商業を中⼼としたスローダウン継続も、収益性の改善活動を継続
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125,096 

148,238 
155,965 

172,312 
186,432 191,589 197,757 

210,810 
222,686 

230,710 227,908 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q

FY20 FY21 FY22

家電・商業・産業用 内、海外子会社群

7.2%

8.8% 9.1%
9.8% 10.5% 10.9%

8.8%

9.6%

8.0% 8.8% 9.1%

5.9%

8.0% 8.2% 8.9%

9.9%
10.5%

8.2%
9.2%

7.3% 8.2%
8.9%

-3%

0%

3%

6%

9%

12%

15%

-5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q

FY20 FY21 FY22

営業利益（左軸） 営業利益（左軸）

営業利益率（右軸） 営業利益率（右軸）

【売上⾼の推移】 【営業利益額と営業利益率の推移】

（売上⾼︓百万円） （営業利益︓百万円） （営業利益率︓%）

＜家電・商業・産業⽤＞ ＜内、海外⼦会社群＞

その他の製品グループ︓四半期別業績推移

その他の製品グループの営業利益率はFY21以降、15%超の⽔準で安定推移
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15.3% 14.6%
16.8%

14.9%
17.7%

19.1%
17.4% 18.6% 18.1% 18.3%

16.4%

-30.0%

-20.0%

-10.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q

FY20 FY21 FY22

その他売上高（左軸）

電子・光学部品売上高（左軸）

機器装置売上高（左軸）

その他の製品群営業利益率（右軸）

（営業利益率︓%）（売上⾼︓百万円）



その他の製品グループ︓⽇本電産シンポ（機械事業グループ）
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（売上高）

シンポ
自律成長

工作機械
事業

新規
M&A

5,000億円

（目標）

1兆円

（目標）

FY20 FY21 FY22 FY25 FY30

新規M&A

工作機械2社（※1）

シンポ自律成長（※2）

※2 シンポ自律成長：減速機事業＋プレス機事業

※1 工作機械2社:日本電産マシンツール＋ニデックオーケーケー

【機械事業グループ売上高1兆円構想】 ➊ 工作機械事業の拡大（自律成長+M&A）

着実な⾃律成⻑とM&Aの連打で製品ポートフォリオを拡充し機器装置の⾼成⻑を実現する

➋ プレス機事業の拡大（主要ブランドによる協業生産・販売の強化）

➌ 減速機事業の拡大（6軸多関節ロボット用減速機の市場シェア拡大）

• 成長の著しい中国等の海外市場において強い販売基盤をもつ伊PAMA
社の買収により、日本電産マシンツールとニデックオーケーケーの
海外展開を後押し。

• 工作機械のラインアップ拡充と海外市場の深耕をターゲットに据え
たM&Aを今後も連打。

• 製缶用やEV関連部品用（モータコア/バッテリー等）分野の受注が
特に好調。

• 精密減速機機（精密制御用減速機および遊星減速機）の国内市場へ
の供給能力の大幅増強を図るため、駒ケ根事業所を開設。

日本電産シンポ㈱駒ケ根事業所（旧・日本電産長野技術開発センター）

https://www.nidec.com/jp/corporate/news/2022/news1117-01/*

*

M&A︓伊PAMA社及び同関連会社の株式取得に関する譲渡契約を締結

⼤型汎⽤機、特に横中ぐり盤で幅広い製品を有し、欧州・中国・⽶国・ｲﾝﾄﾞに強⼒な商圏
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会社名 PAMA S.p.A.

本社所在地 イタリア トレンティーノ

設立 1926年

役員体制
アレサンドロ バティスティ（ジェネラル・マネージャー）
（同氏は本件取引後も継続してジェネラル・マネージャーに
留任します）

事業拠点 イタリア、中国

事業内容 工作機械（横中ぐり盤、門型機他）製造・販売

従業員数 約430名

売上高 118.3百万ユーロ（約172億円） （2021年12月期）

【PAMA社の概要】

【PAMA社の主要製品】

横中ぐり盤
（テーブルタイプ） ⾨形機 横中ぐり盤

（フロアタイプ）
5軸・複合加⼯機

製品

製品ラインアップ
（緑：保有、白抜き：未保有）

OKK ﾏｼﾝﾂｰﾙ PAMA

立型マシニングセンタ

横型マシニング
センタ

小・中

大（4軸） （複合型）

大（5軸）

門形機 ﾃｰﾌﾞﾙﾀｲﾌﾟ

ｶﾞﾝﾄﾘｰﾀｲﾌﾟ

横中ぐり盤 ﾃｰﾌﾞﾙﾀｲﾌﾟ 小型

大型

ﾌﾛｱﾀｲﾌﾟ 小型

大型

立形複合旋盤

【当社工作機械の製品ラインアップ】
OKK：ニデックオーケーケー、ﾏｼﾝﾂｰﾙ：日本電産マシンツール、
PAMA：PAMA S.p.A. 



ESG経営：強固なコーポレートガバナンス体制の構築に向けた取り組み

サステナビリティ委員会の設置に続き、指名委員会を取締役会の諮問機関として新たに設置
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時期 主な取り組みの内容

2008年 6月 執行役員制度の導入。

2010年 6月 社外取締役を選任。

2012年 6月 女性社外取締役を初選任。

2014年 6月 社外取締役を増員（3名体制へ）。

2018年 6月 当社グループの取締役等に対する業績連動型株式報酬制度を導入。

2020年 6月 監査等委員会設置会社への移行。

2021年 2月 報酬委員会を設置。

2022年

4月 SBTイニシアチブへのコミットメント表明、及び気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）提言への賛同を表明。

8月 サステナビリティ委員会を設置。

11月 指名委員会を設置。

CEO COO

4名 6名

男性 女性 女性 女性 女性

60%
（6名）

50%
（5名）

女性

社内取締役 社外取締役 社外取締役比率 女性取締役比率 特長

 社外取締役比率2分の1以上を維持。
 取締役会の多様性にも留意し女性取締役

（社外）を昨年度比3名増員（計5名）。

お問い合わせ先
⽇本電産株式会社 IR・CSR推進部

Tel︓ 075-935-6140
E-mail︓ ir@nidec.com
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業績推移・
製品グループ別状況

業績推移・
製品グループ別状況

補⾜資料
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⾞載︓当社E-Axleの出荷台数⾒通しと競争⼒

中国BEV市場におけるE-Axleの外製メーカーによる市場占有率で当社はNo.1︕
【当社E-Axleの製品ライフサイクル】

2020 2025 2035 2045 2050

分⽔嶺

FY2030: 1,000万台

FY2025: 400万台

キーアクション
急激な市場成長
を待ち受ける

量産体制の構築

（台数）

2035年、中国は新車販売の
全てを環境対応車に。
欧州は、ハイブリッド車を含
むガソリン車など内燃機関車
の新車販売を2035年に
事実上禁止とする方針。

成長期生成期

（予）

（予）

【中国市場E-Axleの外製メーカーによる占有率】

*CY21の中国BEV市場は291万台。内、E-Axle搭載車種は145万台で

OEMによるE-Axle内製は84万台、E-Axle外製は61万台と推定。

（各種資料より当社推定）

27%

14%

13%
12%

8%

26%

競合A

競合B
競合C

その他

競合D

*

（CY2021）

61万台
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コロナ後の新「5つの大波」

コロナ禍で露呈した人類共通の課題を解決する日本電産のソリューションビジネス群

省⼈化の波
（キーワード︓産業⽤ロボット、サービスロボット、物流）

5G & サーマルソリューションの波
（キーワード︓触覚、⼿振れ補正、放熱モジュール）

デジタルデータ爆発の波
（キーワード︓⾼速・⼤容量、GAFA、巣ごもり）

省電⼒化と
コロナ後の波

（キーワード︓殺菌、衛⽣、巣ごもり）

⾞載⽤モータ

家電⽤モータ

冷蔵庫⽤コンプレッサ

ニアライン⽤HDDモータ

ファン
モータ

べーパーチャンバー ヒートパイプ

減速機

ドローン⽤モータ

ADAS関連製品

無⼈搬送台⾞

トラクションモータシステム
（E-Axle）

脱炭素化の波
（キーワード︓⾛る・曲がる・⽌まる、安全・快適、熱マネジメント）
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19.6%
(22.8%)

3.6%
(5.5%)

16.0%
（17.3%)

13.1%
(11.0%)

3.8%
(3.7%)

その他⼩型モータ
光ディスク装置⽤モータ、
ＯＡ機器⽤モータ、
ポリゴンレーザスキャナ⽤
モータ、産業⽤ロボット、

ＭＰＵ冷却⽤ファン、
ゲーム機⽤ファン、
ＰＣ・通信機器⽤ファン、
家電⽤ファン、
⾃動⾞⽤ファン、
携帯電話⽤振動モータ、
ブラシ付モータ、
ステッピングモータ、
モータ駆動ユニット

HDDモータ

0.2%
(0.2%)

サービス、オルゴール関連商品

家電・商業・産業⽤家電・商業・産業⽤

機器装置機器装置

電⼦・光学部品電⼦・光学部品

その他その他 (   )内のパーセントは昨年度の構成⽐率

精密⼩型モータ精密⼩型モータ

カメラシャッタ、スイッチ、トリマポテンショメータ、
部品加⼯、樹脂成型品

基板検査装置、⾼速プレス機器、チップ
実装機、計測機器、変減速機、ＦＡ機
器、カードリーダー

23.2%
(21.4%)

40.1%
(40.9%)

1兆6,997
億円

⾞載⾞載

22年度第3四半期（累計）製品グループ別売上構成
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四半期別の業績推移（売上⾼・営業利益）

⾜許の市場環境悪化に伴いWPR-X 活動よる抜本的な収益構造改⾰を実施中
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FY08 FY09 FY10 FY11 FY12 FY13 FY14 FY15 FY16 FY17 FY18 FY19 FY20 FY21 FY22

売上⾼（左軸）
営業利益（右軸）

営
業
利
益
︵
億
円
︶

売
上
⾼
︵
億
円
︶

-254

構造改⾰

リーマンショック

震災

タイ洪⽔

WPR1
WPR2

WPR3
WPR4

WPR-X

438 434 423 406

570
614

236
335 332 327

364
413

453

174

21年度1Q 2Q 3Q 4Q 22年度1Q 2Q 3Q

税引前利益 当期利益

【税引前利益・当期利益の推移（億円）】

4,475 4,632
4,965 5,110 5,404

5,904 5,690

446 446 443
369

447
517

28010.0% 9.6% 8.9% 7.2% 8.3% 8.8%

4.9%

21年度1Q 2Q 3Q 4Q 22年度1Q 2Q 3Q

売上⾼ 営業利益 営業利益率（％）
【売上⾼・営業利益の推移（億円）】

【キャッシュフローの推移（億円）】【配当⾦の推移（円）】

30.0 
35.0 

35.0 

30.0 30.0 35.0 

208 
232 

104

20年度 21年度 22年度

期末配当⾦ 第2四半期末配当⾦ ⼀株利益

連結決算ハイライト

685 
942 

-906 -1,089 

-221 -147 

21年度（3Q累計） 22年度（3Q累計）

営業CF 投資CF フリーCF

（予）

（予）
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1,013 1,038 
1,161 

1,037 1,111 1,152 1,075 

123 108 
140 

53 

130 
110 

49 

21年度1Q 2Q 3Q 4Q 22年度1Q 2Q 3Q

売上⾼ 営業利益

【精密⼩型モータ（億円）】 【⾞載（億円）】

【機器装置（億円）】

447 507 589 613 
731 803 696 

86 
108 106 112 

134 146 

106 

21年度1Q 2Q 3Q 4Q 22年度1Q 2Q 3Q

売上⾼ 営業利益

【家電・商業・産業⽤（億円） 】

1,864 1,916 1,978 2,108 2,227 2,307 2,279 

196 209 
174 

203 
179 

204 206 

21年度1Q 2Q 3Q 4Q 22年度1Q 2Q 3Q

売上⾼ 営業利益

製品グループ別業績推移

977 995 1,039
1,165 1,133

1,409 1,404

49 
34 25 

-2 0 

55 

-80 

21年度1Q 2Q 3Q 4Q 22年度1Q 2Q 3Q

売上⾼ 営業利益
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